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ザイマックス不動産総合研究所 

RESEARCH REPORT  

大都市圏オフィス需要調査 2017 秋 

拡大する働き方改革とオフィス需要の変化 2017 年 12 月 7 日 

労働力人口の減少などを背景に、人材確保と生産性向上を目指して場所や時間に捉われない働き方を導入す

る企業が増えてきた。この潮流はオフィス需要に影響を与えるものと思われる。そこで、ザイマックス不動産

総合研究所では 2016 年秋より、半年ごとにオフィス利用の実態や働き方に関して定期調査を行い、オフィス

需要との関係について継続的に分析を行っている。本レポートはその第3回調査の結果を公表するものである。 

《主な調査結果》 

1. オフィス需要の変化（2016 年 10 月～2017 年 9 月）（p.2～p.6） 

 過去 1 年間でオフィスの利用人数が「増えた」企業は 37.5％で、「減った」企業（12.3％）を上

回った【図表 1】。また、オフィス面積を「拡張した」企業は 8.6％で、「縮小した」企業（2.2％）

を上回り（【図表 2】）、オフィス需要は堅調であった。 

 賃料単価（共益費込）が「上昇した」企業（15.9％）も、「下落した」企業（1.9％）を上回った

【図表 3】。 

 32.6％の企業が依然、現在入居中のオフィスを手狭だと感じている【図表 4】。 

2. 働き方改革の推進（p.7～p.11） 

 「現在、働き方改革に取り組み中」であると回答した企業は 29.1％で、「すでに実施済み」と合

わせると 37.9％が働き方改革に着手している【図表 6】。 

 働き方改革に取り組むきっかけとしては「経営層の判断」が 77.9％（【図表 7】）、取り組みの目

的としては「生産性の向上」が 67.1％（【図表 8】）でそれぞれ 1 位。 

 働き方改革の効果を「非常に感じている」「やや感じている」と回答した企業は約 7 割【図表 9】。 

3. 働く場所の多様化（テレワークの推進）（p.12～p.16） 

 26.2％の企業が、テレワークするための場所や制度の整備に取り組んでいると回答【図表 18】。

「在宅勤務制度」（19.2％）や「専門事業者等が提供するレンタルオフィス、シェアオフィス等

の利用」（6.7％）が前回調査から伸びているなど、働く場所の多様化が進みつつある【図表 19】。 

 企業規模別では、大企業ほど在宅勤務やサードプレイスオフィスの導入率が高い【図表 20】。 

 テレワーク導入済みの企業は、未導入企業よりも１人あたり面積が小さい【図表 22】。 

4. オフィスに求める要素（p.17～p.19） 

 ビルスペックなどのハード面では「利便性の高い立地」が 88.6％で 1 位。次いで「清掃衛生・維

持管理状態が良い」（82.8％）、「セキュリティ性能が高い」（82.0％）などが上位に並んだ【図表

23】。ソフト面では、「従業員が快適に働ける」（89.6％）や「従業員のモチベーション向上につ

ながる」（85.5％）が上位に並び、従業員満足度に対する意識がみてとれた【図表 24】。 

5. トピックス：サードプレイスオフィスに対する利用関心度（p.20～p.21） 

 代表的な 5 つのタイプのサードプレイスオフィスについて、2～3 割の企業が「非常に関心があ

る」「やや関心がある」と回答【図表 26】。特に「子育て支援機能付き」が 35.7％と最も高い。 
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1. オフィス需要の変化（2016 年 10 月～2017 年 9 月） 

1-1. 過去 1 年間における利用人数、面積、賃料単価（共益費込）の変化  

 オフィスの利用人数が「増えた」企業の割合は 37.５％で、「減った」企業（12.3％）を上回った。 

 オフィス面積を「拡張した」（「拡張を決めた」を含む）企業の割合は 8.6％で、「縮小した」（「縮

小を決めた」を含む）企業（2.2％）を上回った。 

 賃料単価（共益費込）が「上昇した」企業（15.9％）も、「下落した」企業（1.9％）を上回った。 

過去 1年間（2016年 10月～2017年 9月）におけるオフィスの利用人数、オフィス面積および賃料単価（共

益費込。以下同様）の変化は以下の通りであった。 

まず、オフィス需要に大きな影響を与える利用人数は、「増えた」と答えた企業の割合が「減った」と答え

た企業の割合を 25.2ポイントと大きく上回った【図表 1（下段）】。オフィス面積が「拡張した」（「拡張を決め

た」を含む。以下同様）と答えた企業の割合は「縮小した」（「縮小を決めた」を含む。以下同様）と答えた企

業の割合を 6.4 ポイント上回り（【図表 2（下段）】）、賃料単価が「上昇した」と答えた企業の割合も「下落し

た」と答えた企業の割合を 14.0 ポイント上回った【図表 3（下段）】。過去 2回の調査（*2016 年秋調査及び 2017

年春調査。詳細はレポート末尾）と比べてもこの傾向に大きな変化はなく、需要は引き続き堅調であったとい

えるだろう。 

こうした企業の継続的なオフィス需要の強さが、大都市圏におけるオフィス需給のひっ迫につながっている

と考えられる。また、オフィスの利用人数が増えた企業に比べ、オフィス面積を拡張した企業が少ないことか

ら、面積を拡張することなく増員している企業が一定数存在していることがうかがえる。こうした状況が、後

述の「手狭感」（【図表 4】）の結果にもつながっていると思われる。 

 

【図表 1】オフィスの利用人数の変化 
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【図表 2】オフィス面積の変化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 3】賃料単価の変化 
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1-2．手狭感 

 3 割超の企業が、入居中のオフィスを「かなり狭い」「やや狭い」と感じている。 

入居中のオフィスの面積についてどのように感じているかを聞いたところ、合計で 32.6％の企業が「かなり

狭い」「やや狭い」と回答した【図表 4（下段）】。これは「かなり広い」「やや広い」と答えた企業の割合（16.0％）

を上回っており、本調査の当初（【図表 4（上・中段）】）から引き続き、潜在的な拡張ニーズがあるとみるこ

ともできる。 

 

【図表 4】手狭感 
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PICK UP 

企業属性別にみるオフィス面積・賃料単価の変化 

企業規模や業種、オフィスの所在地別では、オフィス面積の増減と賃料単価の上下幅に差がみられた。 

過去 1 年間（2016 年 10 月～2017 年 9 月）におけるオフィス面積の変化「オフィス面積 DI」（「拡張し

た」割合から「縮小した」割合を引いた値）と賃料単価の変化「賃料単価 DI」（「上昇した」割合から「下

落した」割合を引いた値）の結果が【図表 5】である。 

＜▲企業規模（従業員数）別＞ 

オフィス面積は従業員数 1,000 人以上の大企業、賃料単価は 100人以上 1,000 人未満の中間層が比較的

伸びている。 

＜◆業種別＞ 

情報通信業は、オフィス面積と賃料単価ともに増加した割合が他の業種に比べて高かった。建設業や不

動産業,物品賃貸業はオフィス面積の伸びに対して賃料単価上昇は比較的抑えられていることがわかる。

また、2017年春調査（【参考】）では最も保守的であった製造業が、今回大きくプラスに動いた。 

＜●オフィスの所在地別＞ 

東京 23区は他エリアに比べ、オフィス面積を拡張した割合と賃料単価が上昇した割合がともに高かっ

た一方、名古屋市は面積・賃料ともにプラスではあるものの比較的低調であった。2017 年春調査から比

べると、大阪市が賃料単価で伸びを示した。 

 

【図表 5】オフィス面積 DI と賃料単価 DI 
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【参考】オフィス面積 DI と賃料単価 DI（2017 年春調査結果より） 
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2．働き方改革の推進 

2-1．働き方改革の推進 

 37.9％の企業が、「現在、働き方改革に取り組み中」もしくは「すでに実施済み」と回答。 

 働き方改革のきっかけは「経営層の判断」（77.9％）が最多。取り組みの目的としては「生産性の向

上」（67.1％）が 1 位で、次に「従業員のワークライフバランス」（59.5％）、「従業員のモチベーシ

ョン向上」（58.4％）など、従業員満足度に関わる項目が上位を占めた。 

 約 7 割の企業が、働き方改革の効果について「非常に感じている」「やや感じている」と回答。 

「現在、働き方改革に取り組み中」であると回答した企業は 29.1％に上り、「すでに実施済み」と合わせる

と 37.9％の企業が働き方改革に着手していることがわかった【図表 6】。また、「これから取り組む予定・検討

中」と回答した企業は 13.5％で、今後も働き方改革が加速していくことが予想される。 

 

【図表 6】働き方改革への取り組み実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働き方改革を「実施済み・取り組み中・実施予定・検討中」と回答した企業に対し、取り組みのきっかけを

聞くと「経営層の判断」が 77.9％で最も多くなった【図表 7】。また、取り組みの目的としては「生産性の向

上」（67.1％）が 1 位で、次に「従業員のワークライフバランス」（59.5％）、「従業員のモチベーション向上」（58.4％）

が続く。そのほか「従業員の満足度向上」（47.3％）、「従業員のリフレッシュ・健康促進」（32.7％）などが上

位に並ぶ一方、「オフィスコストの削減」（9.5％）、「オフィススペースの削減・効率化」（8.9％）といったコス

ト関連の項目は下位に留まり、従業員満足度に対する企業の意識の高まりがみられた【図表 8】。 
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【図表 7】働き方改革のきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 8】働き方改革の目的 
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オフィススペースの削減・効率化 

BCP対策（災害時などの事業継続計画） 

その他 (複数回答、n=666) 

(複数回答、n=666) 
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非常に感じている 

14.9% 

やや感じている 

55.2% 

あまり感じていない 

22.4% 

まったく感じていない 

3.5% 

わからない 

4.1% 

(n=491) 

47.7% 

45.8% 

43.2% 

38.3% 

37.9% 

37.5% 

30.8% 

23.6% 

21.4% 

15.9% 

13.0% 

11.6% 

9.4% 

8.8% 

8.1% 

8.1% 

7.5% 

5.9% 

4.1% 

1.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

従業員のワークライフバランス 

長時間労働（残業、休日勤務）の是正 

従業員のモチベーション向上 

生産性の向上 

従業員の満足度向上 

業務の効率化（作業の効率化） 

従業員のリフレッシュ・健康促進 

社内のコミュニケーション活性化 

オフィス環境の快適性向上 

仕事と育児・介護などの両立支援 

多様な人材（女性・高齢者・外国人など）の活用 

離職率の低下 

採用の強化 

従業員の移動コスト（時間・交通費）の削減 

オフィススペースの削減・効率化 

顧客サービス・満足度の向上 

オフィスコストの削減 

BCP対策（災害時などの事業継続計画） 

イノベーションの促進・新規事業の創出 

その他 (複数回答、n=491) 

働き方改革を「実施済み・取り組み中」と回答した企業に対し、働き方改革の効果について聞くと、「非常

に感じている」「やや感じている」と回答した企業が合計で 7割に上った【図表 9】。具体的な効果としては「従

業員のワークライフバランス」（47.7％）（【図表 10】）を筆頭に、前項「働き方改革の目的」（【図表 8】）の上

位項目が並んでおり、目的意識をもって改革に取り組んだ企業が手応えを感じていると考えられる。 

 

【図表 9】働き方改革の効果実感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 10】働き方改革の具体的な効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

大都市圏オフィス需要調査 2017秋 10 
本レポート記載の内容等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証するものではありません。 

当社の事前の了承なく、複製、引用、転送、配布、転載等を行わないようにお願いします。 

Copyright © 2017 Xymax Real Estate Institute Corporation. All rights reserved. 
 

 

RESEARCH REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所 

 

34.5% 

15.1% 

13.8% 

11.0% 

0.7% 

0% 10% 20% 30% 40%

経営トップによる働き方に関する 

メッセージ表明 

働き方に関する専門部署・社内組織 

（委員会など）の設置 

健康経営の標榜 

働き方のKPI（業績評価指標）の設定 

その他 

46.8% 

33.7% 

23.4% 

3.7% 

0.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

TV・WEB会議システムの導入 

社内資料のペーパーレス化 

チャットやオンライン 

会議システムの導入 

RPA（※）・AI（人工知能）による 

業務効率化/業務改革 

その他 

さらに、働き方改革に未着手の企業も含めた全回答者に対し、「従業員がよりよく働けるために取り組んで

いること」を「ICT 活用」「経営層のコミットメント」「人事・労務」「ワーカーの教育・啓発」という 4分野

に分けてそれぞれ聞いた。 

まず、ICT 活用に関しては「TV・WEB会議システムの導入」（46.8％）や「社内資料のペーパーレス化」（33.7％）

といった取り組みが比較的進んでいた【図表 11】。 

また、経営層のコミットメントに関する取り組みでは、34.5％の企業が「経営トップによる働き方に関する

メッセージ表明」を実施しており、前述した「働き方改革のきっかけ」（【図表 7】）と併せて、経営層が企業

の働き方に与える影響力の大きさがみてとれる【図表 12】。 

人事・労務面では約 3 割の企業が「労働時間ではなく成果による評価」や「フレックスタイム制度」を導入

【図表 13】。ワーカーの教育・啓発に関する取り組みでは、「メンバー教育」よりも「管理職教育」の方がわ

ずかに実施率が高いことがわかった【図表 14】。 

 

【図表 11】働き方の取り組み：ICT 活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 

 

※RPA（Robotic Process Automation） … 機械学習や認知技術を活用した業務自動化の取り組み。 

 

【図表 12】働き方の取り組み：経営層のコミットメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 
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30.2% 

27.9% 

23.9% 

19.2% 

5.4% 

2.0% 

0% 10% 20% 30% 40%

労働時間ではなく、成果による評価 

フレックスタイム制度 

多様な人材（女性・高齢者・外国人など） 

の活用 

在宅勤務制度の導入/活用促進 

副業を認める 

その他 

29.9% 

26.9% 

1.2% 

0% 10% 20% 30% 40%

管理職教育 

（働き方に関する研修/セミナー） 

メンバー教育 

（働き方に関する研修/セミナー） 

その他 

 

 

【図表 13】働き方の取り組み：人事・労務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 

 

 

 

【図表 14】働き方の取り組み：ワーカーの教育・啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （複数回答、n=1,294） 
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3．働く場所の多様化（テレワークの推進） 

3-1．オフィスレイアウトの実態 

 1 年前の調査と比べて大きな変化は見られないものの、「オープンミーティングスペース」や「リフ

レッシュスペース」といった柔軟な使い方のできるスペースが微増傾向にある。 

入居中のオフィスについて、何があるかを聞いた結果が【図表 15（下段）】である。 

2016年秋調査（【図表 15（上段）】）と比較して大きな変化は見られないものの、「オープンミーティングス

ペース」や「リフレッシュスペース」など、ユーザーのニーズに合わせて柔軟な使い方のできるスペースが微

増傾向にあるといえる。 

【図表 15】入居中オフィスのレイアウト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ABW（Activity Based Working）… 集中するためのブース、チームで作業するためのスペースなど、オフィス

内に多様なワークエリアを設けるレイアウト。 

94% 

78% 

59% 

63% 

52% 

42% 

37% 

35% 

36% 

29% 

22% 

18% 

14% 

10% 

7% 

11% 

3% 

3% 

1% 

2% 

95% 

79% 

61% 

60% 

54% 

45% 

40% 

37% 

33% 

30% 

26% 

19% 

14% 

10% 

7% 

6% 

2% 

2% 

0% 

2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

固定席 

会議室 

受付スペース 

ロッカー 

書庫・倉庫 

オープンミーティングスペース 

社長室・役員室（個室） 

サーバールーム 

更衣室 

災害用備蓄品スペース 

リフレッシュスペース 

フリーアドレス席 

喫煙室 

ショールーム・セミナースペース 

食堂・カフェスペース 

グループアドレス席 

ABW（※） 

蓄電池・非常用発電機スペース 

託児スペース 

その他 2016年秋（n=1,124） 2017年秋（n=1,294） 
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している 

66.2% 

していない 

33.8% 

3-2．テレワーク推進の取り組み 

 66.2％の企業が、従業員のテレワークを支援する目的で何らかの ICT 投資を行っている。 

 26.2％の企業が、テレワークするための場所や制度の整備に取り組んでいると回答。「在宅勤務制度」

（19.2％）や「専門事業者等が提供するレンタルオフィス、シェアオフィス等の利用」（6.7％）が

伸びているほか、「自社が所有・賃借するサテライトオフィス等の設置」（5.4％）をしている企業も

一定数みられ、働く場所の多様化・分散化が進みつつある。 

 企業規模別では従業員 1,000 人以上の大企業が、業種別では情報通信業が、それぞれテレワークす

るための場所や制度の整備に積極的に取り組んでいる。 

全体の 66.2％の企業が、従業員のテレワークを支援する目的で「オフィス以外の場所でメールやスケジュー

ルがチェックできる IT 環境・仕組み」や「外出時でもオフィス同様のネットワーク環境で仕事ができる仕組

み」の活用、「ノートパソコンやタブレットなどの IT 端末を支給」のうち少なくとも 1 つは取り組んでいると

回答（【図表 16・17】）しており、すでに過半数の企業が効率的な働き方を実現するため、何らかの ICT 投資

を行っていることがわかった。 

 

【図表 16】テレワーク支援のための ICT 投資         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（n=1,294） 

 

【図表 17】ICT 投資の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 

  

57.2% 

48.8% 

36.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

オフィス以外の場所でメールやスケジュールが 

チェックできるIT環境・仕組みの活用 

モバイルワークができるよう従業員に 

ノートパソコンやタブレットなどのIT端末を支給 

外出時でもオフィス同様のネットワーク環境で 

仕事ができる仕組みの活用 
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また、全体の 26.2％の企業は、テレワークするための場所や制度の整備に取り組んでいると回答した【図表

18】。 

内容としては、「在宅勤務制度」（19.2％）が 2017 年春の調査から 6.6 ポイント、「専門事業者等が提供する

レンタルオフィス、シェアオフィス等の利用」（6.7％）が同 1.1ポイント伸びているほか、「自社が所有・賃借

するサテライトオフィス等の設置」（5.4％）をしている企業も一定数みられ、働く場所の多様化・分散化が少

しずつ進んでいる様子がうかがえる【図表 19】。 

 

【図表 18】テレワークする場所や制度の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（n=1,294） 

 

 

【図表 19】テレワークする場所や制度の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

 

（複数回答） 

  

している 

26.2% 

していない 

73.8% 

12.6% 

5.6% 

6.0% 

7.0% 

19.2% 

6.7% 

5.4% 

4.8% 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

在宅勤務制度 

専門事業者等が提供する 

レンタルオフィス、シェアオフィス等の利用 

自社が所有・賃借する 

サテライトオフィス等の設置 

他社オフィス拠点の利用 

2017年春（n=1,073） 2017年秋（n=1,294） 
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こうした取り組みの状況には、企業規模などの属性による偏りがみられた。 

企業規模別にみると、大企業ほど在宅勤務制度やサードプレイスオフィスの導入率が高い傾向にあった【図

表 20】。例えば、「自社が所有・賃借するサテライトオフィス等の設置」をしていると回答した企業は全体で

は 5.4％（【図表 19】）だが、従業員 1,000 人以上の大企業に限ると 17.3％。「専門事業者等が提供するレンタ

ルオフィス、シェアオフィス等の利用」（全体では 6.7％）も 15.2％に上る。資力のある大企業から、働く場所

を多様化・柔軟化し始めている状況が見受けられる。 

【図表 20】従業員がテレワークする場所や制度の整備状況＜企業規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 業種別では情報通信業の取り組みが比較的進んでいるものの、企業規模別ほどの特色は見られず、幅広い業

種でテレワークが推し進められつつあることがわかった【図表 21】。 

【図表 21】従業員がテレワークする場所や制度の整備状況＜業種別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.4% 

33.1% 

14.5% 

24.4% 

7.2% 

7.2% 

6.0% 

5.3% 

5.3% 

11.6% 

4.0% 

9.8% 

0% 10% 20% 30% 40%

製造業 (n=207) 

情報通信業 (n=181) 

卸売業，小売業 (n=200) 

サービス業（他に分類されないもの）(n=266) 

製造業 (n=207) 

情報通信業 (n=181) 

卸売業，小売業 (n=200) 

サービス業（他に分類されないもの）(n=266) 

製造業 (n=207) 

情報通信業 (n=181) 

卸売業，小売業 (n=200) 

サービス業（他に分類されないもの）(n=266) 

在
宅

勤
務

制
度

 

自
社

サ
テ

ラ
イ

ト
オ

フ
ィ

ス
等

 

レ
ン

タ
ル

オ
フ
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ス

、
 

シ
ェ

ア
オ
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ィ

ス
等

の

利
用

 

（複数回答、主要業種のみ抜粋) 

17.0% 

16.7% 

32.0% 

2.0% 

4.8% 

17.3% 

4.4% 

6.2% 

15.2% 

0% 10% 20% 30% 40%

100人未満 (n=593) 

100人以上1,000人未満 (n=504) 

1,000人以上 (n=197) 

100人未満 (n=593) 

100人以上1,000人未満 (n=504) 

1,000人以上 (n=197) 

100人未満 (n=593) 

100人以上1,000人未満 (n=504) 

1,000人以上 (n=197) 

在
宅

勤
務

制
度

 

自
社

サ
テ

ラ
イ

ト

オ
フ

ィ
ス

等
 

レ
ン

タ
ル

オ
フ

ィ

ス
、

シ
ェ

ア
オ

フ
ィ

ス
等

の
利

用
 

（複数回答) 
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PICK UP 

テレワークする場所の整備状況別にみる、オフィスの１人あたり面積 

テレワークの取り組み別にオフィスの１人あたり面積（中央値）を算出すると、どの取り組みについ

ても導入済みの企業の方が、未導入の企業よりも１人あたり面積が小さいことがわかった【図表 22】。 

特に、在宅勤務制度を導入している企業は１人あたり 3.00 坪（未導入企業は 3.86 坪）、レンタルオフ

ィス・シェアオフィスの利用企業は 2.50坪（同 3.75坪）となり、働く場所の分散が、従来のオフィスス

ペースの効率化に寄与している可能性が考えられる。今後もテレワークの導入が進めば、本社などの固

定的なオフィススペースから、多様な立地の多様なワークプレイスへと働く人が分散していくかもしれ

ず、オフィス需要への影響にも注視する必要があるだろう。 

 

【図表 22】テレワークする場所の整備状況別にみる、オフィスの１人あたり面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（中央値、単位：坪） 
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導入済み（n=215） 

未導入（n=971） 

導入済み（n=54） 

未導入（n=1,132） 

導入済み（n=68） 

未導入（n=1,118） 
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4．オフィスに求める要素 

4-1．オフィスに求める要素  

 ハード面では「利便性の高い立地」（88.6％）が 1 位。次いで「清掃衛生・維持管理状態が良い」

（82.8％）、「セキュリティ性能が高い」（82.0％）、「耐震性能が高い」（80.8％）が上位に並んだ。 

 ソフト面では、「従業員が快適に働ける」（89.6％）や「従業員のモチベーション向上につながる」

（85.5％）が上位に並び、従業員満足度に対する意識がみてとれた。 

オフィスに求める要素について、ハード面（ビルスペックなど）とソフト面（働き方と一体になった運用な

ど）に分けて代表的な項目に対する重視度を聞いた。 

まずハード面については、「利便性の高い立地にある」を「非常に重視する」「重視する」と回答した企業が

合計 88.6％で 1 位【図表 23】。次いで「清掃衛生・維持管理状態が良い」（82.8％）、「セキュリティ性能が高

い」（82.0％）、「耐震性能が高い」（80.8％）が上位に並び、オフィス選びにおいてこれらはすでに必須条件に

なっていると考えられる。また、「BCP（災害時などの事業継続計画）に適応する」も 65.4％と過半数を超え、

東日本大震災以降の安全性に対する意識の高さがみてとれる。 

 

【図表 23】オフィスに求める要素（ハード面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 

31.5% 

18.1% 

24.1% 

26.7% 

16.3% 

15.2% 

3.6% 

3.2% 

1.9% 

3.0% 

2.4% 

2.9% 

57.1% 

64.7% 

57.9% 

54.1% 

49.1% 

43.7% 

33.7% 

23.1% 

23.1% 

21.5% 

19.3% 

15.5% 

9.1% 

14.6% 

15.1% 

16.4% 

29.4% 

34.1% 

40.0% 

51.9% 

47.5% 

54.3% 

56.0% 

41.2% 

1.9% 

1.9% 

1.9% 

2.0% 

3.7% 

5.6% 

17.5% 

16.8% 

19.9% 

15.9% 

15.2% 

27.2% 

0.5% 

0.7% 

1.1% 

0.9% 

1.5% 

1.4% 

5.3% 

4.9% 

7.5% 

5.3% 

7.0% 

13.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利便性の高い立地にある 

ビルの清掃衛生・維持管理状態が良い 

セキュリティ性能が高い 

耐震性能が高い（新耐震、免震・制振等） 

BCP（災害時などの事業継続計画）に適応する 

停電時の電力供給（自家用発電機の設置等） 

ビルの外観や共用部のグレード感が高い 

貸室内のLED設置 

ビルが築浅である 

電気使用量が把握しやすい（スマートメーター等） 

ビルが環境認証を取得している 

ビルが大規模である 

非常に重視する 重視する どちらともいえない あまり重視しない 重視しない 
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ソフト面で求める要素としては、「従業員が快適に働ける」（89.6％）と「従業員のモチベーション向上につ

ながる」（85.5％）が 1位・2 位に並んだほか、「従業員がリフレッシュできる」（70.0％）や「従業員のワーク

ライフバランス向上につながる」（69.2％）など、従業員満足度に関わる項目を多くの企業が重視していること

がわかった【図表 24】。「働く人にフォーカスしたオフィスが、結果的に企業の生産性や業務効率を高める」

という認識の表れとみることもできるだろう。一方で「イノベーションの促進・新規事業の創出」（37.9％）や

「コラボレーションを誘発する」（30.5％）といった要素を求める層は比較的少ないことがわかった。 

 

【図表 24】オフィスに求める要素（ソフト面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、n=1,294） 

  

26.1% 

23.7% 

22.6% 

21.9% 

17.5% 

14.5% 

13.0% 

15.1% 

12.5% 

12.5% 

10.7% 

8.7% 

6.5% 

7.3% 

5.2% 

63.5% 

61.8% 

59.4% 

58.2% 

55.4% 

57.2% 

57.0% 

54.1% 

52.9% 

45.1% 

45.1% 

41.3% 

38.1% 

30.6% 

25.3% 

8.8% 

12.9% 

16.1% 

17.7% 

24.3% 

25.7% 

25.7% 

27.6% 

30.2% 

33.8% 

35.4% 

45.3% 

44.7% 

50.0% 

55.3% 

1.2% 

1.1% 

1.1% 

1.5% 

1.9% 

1.7% 

3.6% 

2.5% 

3.7% 

5.7% 

5.7% 

3.8% 

8.0% 

8.7% 

10.2% 

0.4% 

0.5% 

0.9% 

0.7% 

0.9% 

0.9% 

0.7% 

0.8% 

0.7% 

2.8% 

3.0% 

0.9% 

2.8% 

3.5% 

4.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員が快適に働ける 

従業員のモチベーション向上につながる 

業務の効率化（作業の効率化） 

生産性の向上 

労働時間の削減・効率化 

社内のコミュニケーション活性化 

従業員がリフレッシュできる 

従業員のワークライフバランス向上につながる 

従業員の健康促進につながる 

採用の強化につながる 

離職率の低下 

組織へのエンゲージメントが高まる 

仕事と育児・介護などの両立支援 

イノベーションの促進・新規事業の創出 

コラボレーションを誘発する 

非常に重視する 重視する どちらともいえない あまり重視しない 重視しない 
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4-2．オフィス施策を実施する上での懸念事項／阻害要因 

 「コスト負担が重い」（44.7％）、「費用対効果が不明瞭」（40.4％）など、費用に関する項目が上位

を占めた。 

「オフィス施策を実施する上での懸念事項／阻害要因」を聞いたところ、4 割以上の企業が「コスト負担が

重い」を選び、2017年春調査（41.8％）と同じく最多となった【図表 25】。そのほか「社内で横断的に推進す

る部署・担当者がいない」（20.3％）、「情報システム部門との調整（セキュリティ対策等）」（20.0％）など、組

織に関する課題が上位となった。 

 

【図表 25】オフィス施策を実施する上での懸念事項／阻害要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.7% 

40.4% 

20.3% 

20.0% 

16.6% 

16.2% 

12.8% 

11.0% 

8.8% 

7.7% 

7.7% 

1.5% 

22.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

コスト負担が重い 

費用対効果が不明瞭 

社内で横断的に推進する部署・担当者がいない 

情報システム部門との調整（セキュリティ対策等） 

人事部門との調整（勤怠管理、評価制度等） 

経営層の承認が得られない 

最適な実施・導入方法がわからない 

KPI（業績評価指標）の設定が難しい 

参考となる他社事例が乏しい 

管理職の理解が得られない 

社員の理解が得られない 

その他 

特になし 

（複数回答、n=1,294) 
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5．トピックス：サードプレイスオフィスに対する利用関心度 

働き方の多様化に伴い、会社のオフィスや自宅に次ぐ第 3 のワークプレイス（「サードプレイスオフィス」）

の存在感が増している。中でも注目を集めているのが、事業者が企業向けに提供し、契約企業の従業員が利用

するタイプのレンタルオフィスやシェアオフィスだ。こうしたサービスは月単位や時間単位で利用できる場合

が多く、所有や賃借を前提とする従来の固定的なオフィスに比べ、フレキシブルな利用が可能となる。 

市場の盛り上がりとともに特色あるサービスも生まれているが、実際に企業のオフィス担当者は、どんなワ

ークプレイスなら自社の従業員に利用させたいと考えているのだろうか。代表的な以下 5 つのタイプのサード

プレイスオフィスについて、それぞれの利用関心度を聞いてみた。 

 

代表的なサードプレイスオフィス 5つのタイプ 

（１）タッチダウン型（主に個人単位で利用） 

エリア・期間・都心の主要オフィスエリア。不定期・単発利用。 

利用イメージ・主に営業担当者などが外出中や直行直帰の際に立ち寄り、 

オフィス同様に働ける。 

・1人で集中して事務作業などを行う。 

・都合に合わせて場所を都度選び、すぐ利用できる。 

（２）プロジェクトルーム型（チーム単位で利用） 

エリア・期間・都心の主要オフィスエリア。数ヶ月～年単位の利用契約。 

利用イメージ・システム開発やプロジェクトなどのため期間限定で利用。 

・社内だけでなく、社外の人材と協業する際に利用。 

（３）「シェア型サテライト」オフィス（企業単位で利用） 

エリア・期間・郊外の住宅エリア。数ヶ月～年単位の利用契約。 

利用イメージ・複数の企業がサテライトオフィス的に共同利用。 

・専用回線なども使える企業専用区画と共用スペースがある。 

・近隣に住む従業員が集まって働ける。 

（４）「子育て支援機能付き」オフィス 

エリア・期間・郊外の住宅エリア。不定期・単発利用。 

利用イメージ・託児スペースが併設されており、主に育児中の社員が 

必要に応じ、個人単位で単発利用できる。 

（５）「コワーキング型」オフィス 

エリア・期間・都心の主要オフィスエリア。 

利用イメージ・様々な業種・職種の人が共同利用し、コラボレーションや 

イノベーションの創発が期待できる。 

・法人契約だけでなく、個人契約も可能な場合が多い。 

 

（１） 

（２） 

（４） 

（３） 

（５） 



 

大都市圏オフィス需要調査 2017秋 21 
本レポート記載の内容等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証するものではありません。 

当社の事前の了承なく、複製、引用、転送、配布、転載等を行わないようにお願いします。 

Copyright © 2017 Xymax Real Estate Institute Corporation. All rights reserved. 
 

 

RESEARCH REPORT｜ザイマックス不動産総合研究所 

 

 5 つのタイプすべてについて、2～3 割の企業が「非常に関心がある」「やや関心がある」と回答。 

 特に「子育て支援機能付き」の利用関心度が 35.7％と最も高く、従業員の育児支援に対する企業の

ニーズの高さがうかがえる。 

5 つのタイプの利用関心度を 5段階で聞いたところ、すべてのタイプについて 2～3割の企業が「非常に関心

がある」「やや関心がある」と回答した【図表 26】。 

中でも「子育て支援機能付き」が 35.7％と比較的高く、従業員の育児支援に対する企業のニーズの高さがう

かがえる。労働力不足や待機児童問題などを背景に、託児スペース付きのシェアオフィスなどが注目されてお

り、今後も需要の伸びに伴い市場が拡大していく可能性があるだろう。一方、利用者同士の交流や共創を目的

とする「コワーキング型」の利用関心度は 21.4％で、5 つの中では最も低い結果となった。 

 

【図表 26】5 つのタイプのサードプレイスオフィスに対する利用関心度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

（各タイプについて単一回答、すべて n=1,294） 

  

６．まとめ  

【図表 19】でもみてきた通り、企業によるテレワークの場所や在宅勤務制度の整備は少しずつ進んでおり、

固定的なオフィスに縛られない柔軟な働き方への移行は今後も加速していくと予想される。また、【図表 22】

では、働く場所の多様化に伴ってメインオフィスの１人あたり面積が縮小する傾向がみてとれた。「５．トピ

ックス」で紹介したような多様なサービスも登場し、オフィスワーカーが働く場所の選択肢はますます増加し

ている。 

今後も働き方の多様化が進めば、本社など従来のオフィススペースが縮小し、働く場所が分散することでオ

フィス需要に変化を与える可能性があるだろう。人口動態などの量的側面に加え、働き方改革といった社会的

要因によるオフィス需要の質的変化についても、引き続き注視していきたい。 

6.3% 

5.3% 

3.6% 

5.6% 

3.4% 

24.5% 

24.2% 

21.1% 

30.1% 

18.0% 

32.1% 

34.5% 

35.2% 

30.0% 

36.1% 

28.4% 

27.4% 

31.4% 

25.2% 

33.3% 

8.7% 

8.7% 

8.7% 

9.1% 

9.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．タッチダウン型 

２．プロジェクトルーム型 

３．「シェア型サテライト」オフィス 

４．「子育て支援機能付き」オフィス 

５．「コワーキング型」オフィス 

非常に関心がある やや関心がある あまり関心がない 関心がない わからない 
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《調査概要》 

調査期間 2017 年 10 月 

調査対象 

・ザイマックスグループの管理運営物件のオフィスビルに入居中のテナント企業 

・ザイマックスインフォニスタの取引先企業 

上記合計 4,234 社 

有効回答数 1,294 社  回答率：31％ 

調査地域 全国（東京都、大阪府、愛知県、福岡県、神奈川県、埼玉県、千葉県、その他） 

調査方法 メール配信およびアンケート用紙配布による 

調査内容 

入居中オフィスについて 

・ 所在地／契約面積／利用人数／固定席割合／手狭感／坪あたり賃料 

 

オフィス利用の実態 

・ 居室内レイアウトについて 

・ テレワーク推進の取り組みについて 

 

オフィス需要の変化（2016 年 10 月～2017 年 9 月） 

・ 利用人数の変化（増加・減少・変化なし） 

・ 面積の変化（拡張・縮小・変化なし） 

・ 賃料単価の変化（上昇・下落・変化なし） 

 

働き方改革の取り組み状況 

・ 取り組みの有無 

・ きっかけ／目的／効果 

・ 働き方に関する取り組み／オフィス施策 

 

オフィスに求める要素 

・ 重視項目（ハード面／ソフト面） 

・ オフィス施策を実施する上での懸念事項・阻害要因 

 

サードプレイスオフィスのタイプ別利用関心度 

 

会社属性 

・ 業種／本社所在地／従業員数／設立年 

 

回答者属性 

・ 部署／役職／年代 

 

 

関連調査 

・2017年 1月 12日公開「大都市圏オフィス需要調査 2016 ＜需要動向編＞」…2016年秋調査 

https://soken.xymax.co.jp/2017/01/12/1701-office_demand_survey_2016/ 

・2017年 1月 30日公開「大都市圏オフィス需要調査 2016 ＜働き方の変化とオフィス編＞」…2016 年秋調査 

https://soken.xymax.co.jp/2017/01/30/1701-office_demand_survey_2016_2/ 

・2017年 8月 2日公開「大都市圏オフィス需要調査 2017 ＜需要動向編＞」…2017年春調査 

https://soken.xymax.co.jp/2017/08/02/1708-office_demand_survey_2017/ 
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【業種】 

サービス

業（他に分

類されない

もの） 

製造業 
卸売業， 

小売業 

情報通信

業 
建設業 

学術研究， 

専門・技術

サービス

業 

不動産業， 

物品賃貸

業 

金融業， 

保険業 

分類不能

の産業 

運輸業， 

郵便業 

20.6% 16.0% 15.5% 14.0% 7.2% 5.6% 5.1% 3.4% 3.3% 2.3% 

266 207 200 181 93 73 66 44 43 30 

 

教育，学習

支援業 
医療，福祉 

生活関連サ

ービス業， 

娯楽業 

複合サービ

ス 事業 

電 気 ・ ガ

ス ・ 熱 供

給・水道業 

公務（他に分

類 さ れ る も

のを除く） 

宿泊業，飲

食サービス

業 

農業，林業 漁業 

鉱業，採

石業，砂

利 採 取

業 

1.5% 1.3% 1.1% 0.9% 0.7% 0.6% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 

20 17 14 11 9 8 8 2 1 1 

 

【従業員数】 

100 人未満 
100 人以上～

1,000 人未満 
1,000 人以上 

45.8% 38.9% 15.2% 

593 504 197 

 

【オフィスの種類】 

本社 支社・支店 営業所 分室 コールセンター 電算室 その他 

60.3% 26.8% 9.4% 1.7% 0.3% 0.2% 1.4% 

780 347 121 22 4 2 18 

 

【オフィスの所在地】 

東京 23 区 大阪市 名古屋市 福岡市 その他 

62.5% 10.8% 8.0% 5.4% 13.3% 

809 140 103 70 172 

 

【オフィスの契約面積】 

～30 坪 ～50 坪 ～100 坪 ～200 坪 200 坪超 無回答 

18.2% 14.5% 21.4% 17.7% 22.7% 5.6% 

235 187 277 229 294 72 

 

レポート内のグラフに関して 

・構成比（％）は、小数点第 2位を四捨五入しているため内訳の合計が 100％にならない場合がある。 

 
 

本レポートに関するお問い合わせ 

ザイマックス不動産総合研究所 

https://soken.xymax.co.jp TEL: 03 3596 1477 | FAX: 03 3596 1478 | E-MAIL: info-rei@xymax.co.jp 

 

回答企業属性（上段：％、下段：ｎ） 

https://soken.xymax.co.jp/
mailto:info-rei@xymax.co.jp

